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社長あいさつ 

本題に入る前に，まずもって，今月９日に発生した島根県西部の地震により被害

にあわれた皆さまに，心からお見舞い申し上げます。幸いにも当社の設備に大規模

な被害はありませんでしたが，停電でご迷惑をおかけしたお客さまにはお詫びを申

し上げます。当社は，地元の企業として，本日までに延べ９２名の社員を，災害復

旧ボランティアとして大田市内へ派遣し，住宅の片付けや掃除などのお手伝いさせ

ていただいております。被災地域の一日も早い復興をお祈りしております。

それでは，「平成２９年度決算」，「平成３０年度経営計画の概要」について発表

させていただきます。詳細は，後程担当役員からご説明いたしますが，まず，私か

ら概要をお話させていただきます。

＜平成２９年度決算，平成３０年度業績予想＞  

 平成２９年度決算は，個別，連結ともに３年ぶりの「増収・増益」でした。 

販売電力量の減少はありましたが，燃料費調整制度の影響による電気料金収入の

増加に加え，「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の交付金と賦課金が増え

たことなどにより，売上高は増加しました。 

また，燃料価格の上昇による原料費の増加や「再生可能エネルギーの固定価格買

取制度」の納付金の増加などはありましたが，経営全般にわたる効率化を徹底した

ことやグループ会社の利益が増えたことなどにより，前年度を上回る利益を確保す

ることができました。 

期末配当につきましては，これまで「未定」としておりましたが，配当の基本方

針に基づき「２５円」とさせていただき，平成２９年度の配当は，中間配当と合わ

せて「５０円」とする予定としております。 

  続いて，平成３０年度業績見通しですが，売上高については，販売電力量の減少

はあるものの，燃料価格の上昇に伴う燃料費調整額の増加などから，増収を見込ん

でいます。

  一方，利益については，原料費等，電力需給に係る費用を合理的に予想すること

が困難であることから，「未定」とさせていただきました。

  こうした状況から，平成３０年度の配当予想につきましても，株主の皆さまには

大変申し訳ございませんが，「未定」としております。

  申し上げました通り平成２９年度決算については徹底した効率化の取り組みな

どにより黒字を確保することができました。しかしながら，自由化による競争が激



しさを増す中，依然として当社の収支が燃料価格などの外部環境に大きく左右され

る状況に変わりありません。

  経営基盤の回復・経営の安定化には，安全の確保を大前提とした原子力の再稼働

はもとより，競争力強化や新たな収益基盤の確立など収益力の向上に積極的に取り

組むことに加え，全社を挙げたさらなる経営効率化への取り組みが不可欠である，

と考えています。

＜平成３０年度経営計画の概要＞ 

このように，当社は大変厳しい経営環境にありますが，今後，電力販売の競争

は一層の激化が予想され，加えて送配電部門の法的分離も控えており，激しい変化

が続くことになります。この変革期においても，電気を安定してお届けするとい

う変わらぬ使命を果たしつつ，当社が目指す「地域で選ばれ，地域をこえて成長

する企業グループ」となるためには，経営基盤の回復・強化を図っていかなければ

なりません。それを実行するための具体的な計画を取りまとめたものが，お手元の

「平成３０年度 経営計画の概要」であります。

２年後に迫った送配電部門の法的分離への対応については，昨年１０月，全社的

な組織整備を実施し，法的分離後を見据えた業務運営の試行を行っています。

本年１月の島根県・広島県北部を中心とした大雪では，停電でお客さまにご迷惑

をおかけしましたが，復旧に携わる社員ひとりひとりが，「一刻も早く電気をお届

けする」という強い使命感を持って作業にあたり，新体制の下でも適切に対応で

きたと思っています。

引き続き，改善点があれば見直し，分社化に向けた準備を確実に進めてまいり

ます。

先ほど競争激化と申し上げましたが，電力の小売全面自由化が始まって３年目を

迎えました。既に，中国地域には低圧・高圧それぞれの分野で９０社以上の事業者が活

発に営業活動を展開しておりますが，当社としても，今後も付加価値の高いサービスの

提供や，不断の効率化に取り組み，引き続き，お客さまに選択していただけるよう

努めてまいります。

あわせて，発電事業の競争力強化に向けて，経済性に優れた最新鋭の技術を採用し

た新規の電源開発や，低廉かつ柔軟な燃料調達にも取り組んでまいります。建設

を計画している三隅発電所２号機は，先般，環境影響評価が確定しました。この評

価に基づき，周辺環境の保全に万全を期すとともに，温室効果ガスの低減に向け

た取り組みも確実に進め，地域の皆さまからのご理解をいただきながら，本年１１月

の本体工事開始，平成３４年１１月の運転開始に向けて着実に取り組んでまいりま

す。

また，中国地域を越えて新たな収益基盤を確立し，収益力の底上げを図っていくこと

も重要課題のひとつです。国内他地域での電力販売の拡大や，新規の火力発電

事業を着実に進めるとともに，海外での収益確保と事業拡大にも積極的に取り組

んでまいります。



続いて，最重要課題である原子力についてお話します。

新規制基準の適合性審査を受けている島根２号機は，本年２月に，基準地震動が

概ね妥当と評価されました。審査の大きな節目と受けとめており，引き続き，

審査に適切に対応していくとともに，安全対策を確実に実施してまいります。島根

３号機についても，できるだけ早期に申請できるよう取り組んでまいる所存です。

現在，鋭意進めている安全対策の費用については，これまで「４，０００億円を

超える程度」と申し上げておりましたが，他プラントの審査状況を踏まえ，安全対

策を強化することとしており，これらを精査した結果，「５，０００億円程度」に

なるものと見込んでいます。

原子力発電所を運営するにあたっては，何より，地域の皆さまにご安心いただき，

信頼いただける発電所であることが重要です。当社としては，「安全性の向上に終わ

りはない」という考えのもと，新規制基準への対応に留まることなく，新たな知

見も取り入れながら，より一層の安全性向上を不断に追求してまいります。

エネルギー自給率８％と資源の少ない日本において，将来にわたり電力を安

定的かつ低廉に供給していくためには，バランスの取れた電源構成を構築して

いくことが重要と考えています。再生可能エネルギーについては，純国産の貴

重なエネルギーであり，最大限活用するべく，当社としても，導入拡大に向けて

積極的に取り組んでまいります。

原子力発電については，安全確保を大前提に，安定供給，環境保全，経済性のバ

ランスに優れることや，技術・人材基盤の維持の観点からも，将来にわたって一定

規模を確保することが必要であり，そのためには，再稼働のみならず，今後の新増

設・リプレースが自ずと必要になると考えています。

そうした観点からも，上関原子力発電所については，当社にとって重要な電

源であるばかりでなく， 国内唯一の新規地点としても非常に重要であると考えて

います。

最後になりますが，今後，どのような事業環境の変化があろうとも，当社の基盤

がこの中国地域であることに変わりはありません。昨年１０月の組織整備で

は，当社グループの地域対応を推進・総括する「地域共創本部」を設置しました。皆

さまに「この地域に中国電力があってよかった」と思っていただくことができ

るよう，「地域共創本部」を中心に，これまで以上に事業活動を通じて地域経済・

社会の活性化への貢献に努めてまいります。

以 上 


